
第5回社会保障審議会年金部会  

平 成19 年 9 月 5 日  

18年度国民年金保険料納付率及び今後の対策  

1118年度の国民年金保険料の納付率等  

《公的年金加入者の状況（平成18年度末）》  

○ 未納者（平成18年度末までの過去2年間の保険料が未納となっている者）は約322万人、   

未加入者は約18万人。  

公的年金加入対象者全体の約95％は保険料を納付（免除及び猶予を含む。）している。  

※ 未納者と未加入者を合わせた約340万人は、公的年金加入対象者数の4．8％。  

」4万人  

（注）1平成19年3月末現在。第1号被保険者には、任意加入被保険者（32万人）を含めて計上している。  

2 公的年金加入状況等調査の平成13年結果及び平成16年結果を線型按分した推計値。  

3 未納者とは、24か月（17年4月～19年3月）の保険料が未納となっている者。  

4 平成18年3月末現在。  

5（）内は、時点が異なる数値を単純合計して得られた暫定値。  
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公的年金制度における未加入者・未納者数の推移（平成9年度～18年度）  
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恒未納者数（干4）±麺亘妄［二］   

注）未納者とは、過去24か月の保険料が未納となっている看である。  

注）平成17年度の未納者数は、不適正な免除手続の影響を排除した数値である。  

注）平成10，13及び16年度の未加入者数は、公的年金加入状況等調査による。他の年度の未加入者数は、これらの年度から単純に線型按分したもの。   



平成18年度の国民年金保険料の納付率等について  

納付月数  
納付率（％）＝  ×100  

納付対象月数  

納付対象月数とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数・申請全額免除  

月数・学生納付特例月数・若年者納付猶予月数を含まない。）であり、納付月数はそのうら当  

該年度中（翌年度4月末まで）に実際に納付された月数である。  
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納付率の推移  

15年度   16年度   17年度   18年度   

15年度分保険料  63，4％  65，6％  67．4％  

16年度分保険料  63．6％  66．3％  68．2％   

17年度分保険料  67．1％  70．7％   

18年度分保険料  66．3％   
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 ※時効前（納期から2年以内）に納付する音を含めると約7割が納付  

（日標納付率）  

16年度目標  17年度目標  18年度目標  19年度目標   

65．7％   69．5％   74．5％   80．0％   

15年8月に国民年金特別対策本部において、中長期的な目標納付率（80％）を設息  

16年10月に行動計画において、年度別の日標納付率を設定。   616263元2345678（DlOll12131415161718（年度）  



国民年金保険料の納付状況等の推移及びその分析  

① 平成9年度以降、全ての市町村において20歳到達者で加  

入手続を行わない者に対する職権適用（国民年金手帳の送  

付）が行われた結果、未加入者（注）数が大幅に減少  

（注）「未加入者」とは、国民年金の第1号被保険者に該当するが、加入  

手続を行っていないため、第1号被保険者として把握されていない者   

② 平成13年度以前（地方分権前）には、現在の免除基準に  

は該当しない看であっても、特例で免除が認められていた  

（特例免除）  

（例）免除基準上非免除となるが所得が低いと考えられる者  

未加入者及び免除者を考慮した納付率  

○ ①未加入者の影響、②特例免除の影響を排除して納付率  

を算出することにより、市町村が保険料を徴収していた時代  

の納付率を現在と同じ条件で比較することが出来る（いわば  

実力ベースの納付率）。  

（注）未加入者及び特例免除を分母に加えることにより、納付率の比較  

を行う。  

0．0  
○ 平成9年度の納付率（79．6％）について、「実力ベース」での  

納付率を計算すると、次のとおり   

●未加入者の影響を排除→乱！餐   

●未加入者及び特例免除の影響を排除 → 69．9％   

′｛＼            ′‾ヽ 凹 111Z Ⅶ  

／′‾、＼  

一宇竺ミ ニ   8   9  14  15  17  18   

□ 未加入者数（千人） ● 納付率  一 未加入者を考慮した納付率  

養 未加入者及び特例免除の影響を排除した納付率  

（注）平成4，7，10，13及び16年度の未加入者数は公的年金加入状況等調査による。   

他の年度における未加入者数は、これらの年度から単純に線型按分したもの。  
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2．平成18年度の取組状況  

収納対策のスキーム（概念囲）  
強制徴収の実施日不公平感の解消と波及効果  

度重なる  

菖厄引こも  

応じない  
17年度   18年度   

最終催告状   172，440件  310，551件   

納付等   43，459件  102，335件   

財産差押え   3，048件   11，910件   

納付督励の実施  
納めやすい環境づくり  

の整備  催告状（手紙）  
H17年度 3，418万件  
H18年度 1，793万件  

・最終催告状は当該年度に岩手し発行した件数  
・納付等、財産差押え件数は、平成19年3月末現在  ○ 口座振替の推進  

○ 口座振替割引制度の導入（H17．4～）  
（口座振替率）  

16年度末 17年度末 18年度末  
37％ →  40％   → 40％  
651万人  660万人  642万人   

○コンビニ納付の導入（H16，2～）  
（利用状況）  

16年度   17年度  18年度  

347万件→ 589万件一→ 749万件   

○ インターネット納付の導入（H16．4叫  
（利用状況）  

16年度  17年度  18年度  

7万件 → 14万件 一→ 24万件   

○税申告時の社会保険料控除証明書   

の添付義務化（H17．11～）  

電  話  
H17年度  823万件  
H18年度  529万件  

戸別訪問（面談）  

H17年度1，774万件  

H18年度1，626万件  

‾  
■…‾‾…‾……  

．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

l‾  

l  

ト効率化 ：  
l＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿  

○電話納付督励の外部委託（H174～数値目ほ設定）  

○面談による納付督励に成果主義を導入ぐH1710～J  

O市場化テストによる民間ノウハウの活用（H1710～）  

集合徴収（呼出）  

H17年度1，952万件  

H18年度1，118万件  

全社会保険事務所単位で行動計画の策定・進捗管理（H16．10～）  

免除などの周知・勧奨   

免除や学生納付特例（学生の問の保険料納付を猶予し後で納付できるしくみ）を周知・勧奨し、  
年金権を確保、年金額を増額  

○ ハローワークとの連携による失業者への免除制度の周知（H16．10～）   

○ 若年者納付猶予制度の導入（H17．4～）   
○ 免除基準の緩和・免除の遡及（H17，4～）   
○ 申請免除手続の簡素化（継続意思確認H17．7～／手続きの簡素化H18．7～）  

広報・年金教育等  

○年金制度の安心感、有利性をわかりやすく伝え国民の不安を払‡式  ○学生・生徒に対し、年金制度の意義等に関する理解を促進   



行動計画に基づ＜平成18年度の取組結果  

平成18年度の行動計画における取組結果については次のとおり。  

《納付醤励活動〉  

①17年度の実施結果   ②18年度の実施結果   対前年度比（②÷（手）   

電 話納 付醤励   823万件   529万件   64．3％   

再掲（委  託）   498万件   385万件   77．3％   

再掲（職員・収納指導員）   325万件   144万件   44．3％   

戸 別 訪問 醤励   1，774万件   1，626万件   91．7％   

再掲（国民年金推進員）   1，584万件   1，538万件   97．1％   

再掲（職員・収納指導員）   190万件   88万件   46．3％   

催  状   3，418万件   1，793万件   52．5％   

集 合 徴 収   1，952万件   1，118万件   57．3％   

※市場化テスト実施事務所は納付醤屈を行わないことから対象となっていない。   

（取組状況）  

・免除等の不適正事案の事後処理に労力を要し、職員による醤励活動が十分に実施出来なかった。  

・免除等の不適正事案を踏まえ、免除の承認処理方法を大幅に見直し、9月から、審査の徹底、事務センターでの集約   

処理などの適正化を行ったことにより、承認処理により多くの労力を割くこととなったため、催告状の送付など納付醤  
励の遅れにつながった。  

・委託による電話醤励及び国民年金推進員による戸別訪問醤励については、未納者数が減少していることから、件数は   

前年度実績を下回っているが、実施は確実に行えた。  

催告状については、免除処理により多くの労力を割くこととなったため、未納者の確定が遅れ、未納者に対して一律   

に送付する催告状が秋まで送付できない状況であった。また、18年度からは送付対象者を未納者属性に応じて絞り込   
んで実施することにより効率化を図ることとしたところであり、送付件数が減少している。なお、集合徴収についても、   

未納者属性に応じて対象者を絞り込んで効率的・効果的に実施することとしたことなどから、対象件数が減少している。   



第5回社会保  
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議会年金部会  

9 月 5 H  基礎年金国庫負担割合の引上げとその道筋  資料6  

【年金制度改正法附則第16条】  

特定年度（国庫負担害り合が2分の1に完全に引き上げら  

れる年度）については、平成19年度を目途に、政府の経  
済財政運営の方針との整合性を確保しつつ、社会保障に  
関する制度全般の改革の動向その他の事情を勘案し、所  
要の安定した財源を確保する税制の抜本的な改革を行っ  

た上で、平成21年度までのいずれかの年度を定めるものと  
する。  

＜平成16年度与党税制改正大綱＞  

平成19年度を目途に、年金、医療、介護等の社会保障給付全般に  
要する費用の見通し等を踏まえつつ、あらゆる世代が広く公平に負担  
を分かち合う観点から、消費税を含む抜本的税制改革を実現する  

【年金制度改正法附則第15条】  

平成17年度及び平成18年度において、我が国の経  

済社会の動向を踏まえつつ、所要の税制上の措置を  
講じた上で、別に法律で定めるところにより、国庫負担  

の割合を適切な水準へ引き上げるものとする。  

＜平成16年度与党税制改正大網＞  

平成17年庭及び18年凰こおいて、わが国経済社会の動向を踏  

まえつつ、いわゆる垣ゑ盟減税（定率減税）の縮減、廃止とあわ  
せ、三位一体改革の中で、国・地方を通じた個人所得課税の抜  

本的見直しを行う。脚7年度以降の基礎年金迦  
出金⊆対する国庫負担割合の段階的なヨlき上げに必要な安定  

堕姓源を確保する。  

平成17年度、18年度税制改正における定率減税の  
縮減・廃止による増収分から充当  平成16年度税制改正に  

おける年金課税の適正化  
19年度：1，124億円増  
（7／1000，1124億円）  

≡による増収分を充当  

18年度：1，100億円増  
（14／1000，2200億円）  平成16年度：272億円  

平成17年度以降：拠出金  

（給付費）の11／1，000  
丁′1000  17年度：1，101億円増  

（約7／1000相当）  

（11／1000）  

21まで   18  16   19  



基礎年金国庫負担規定の構造  

国民年金法本則で  

国庫負担   

2分の1を規定  

平成19年度から特定  

年度の前年度まで「2  

分の1」を「3分の1＋  

32／1000」に読み替え  

※平成17年度及び平成18  

年度については、それぞれ  

「平成17年度＝1／3＋11／  
1000」、「平成18年度＝1／  

3＋25／1000」に読み替え  

特定年度（※）を定める   

期限等を規定  

（※）「特定年度」とは、国庫負担   
割合を2分の1に引き上げる   

年度のこと。このための法律   

の制定が必要。   



平成16年度税制改正大綱（抜粋）（平成15年12月17日自由民主党・公明党）  

1 平成16年度税制改正において年金課税の適正化を行う。この改正により確保される財源は、平  

成16年度以降の基礎年金拠出金に対する国庫負担の割合の引上げに充てるものとする。  

2 平成17年度及び平成18年度において、わが国経済社会の動向を踏まえつつ、いわゆる恒久的減  

税（定率減税）の縮減、廃止とあわせ、三位一体改革の中で、国・地方を通じた個人所得課税の  

抜本的見直しを行う。これにより、平成17年度以降の基礎年金拠出金に対する国庫負担割合の段  

階的な引き上げに必要な安定した財源を確保する。  

3 （略）  

4 平成19年度を目途に、年金、医療、介護等の社会保障給付全般に要する費用の見通し等を踏ま  

えつつ、あらゆる世代が広く公平に負担を分かち合う観点から、消費税を含む抜本的税制改革を  

実現する。，  

平成17年度税制改正大綱（抜粋）（平成16年12月15日自由民主党・公明党）   

平成16年度与党税制改正大綱の考え方に沿って、平成17年度税制改正において、定率減税を2分  

の1に縮減する。なお、今後の景気動向を注視し、必要があれば、政府・与党の決断により、その  

見直しを含め、その時々の経済状況に機動的・弾力的に対応する。（略）  

1．国・地方を通ずる個人所得課税  
平成16年度与党税制改正大綱の考え方に沿って、平成17年度税制改正において、定率減税を2  

分の1に縮減する。平成18年度においては、わが国経済社会の動向を踏まえつつ、いわゆる三位  

一体改革の一環として、所得税から個人住民税への本格的な税源移譲を実現し、あわせて国・地  

方を通ずる個人所得課税のあり方の見直しを行う。（略）  

さらに、平成19年度を目途に、長寿・少子化社会における年金、医療、介護等の社会保障給付  

や少子化対策に要する費用の見通し等を踏まえつつ、その費用をあらゆる世代が広く公平に分か  
ち合う観点から、消費税を含む税体系の抜本的改革を実現する。  

平成18年度税制改正大綱（抜粋）（平成17年12月15日自由民主党t公明党）  

定率減税については、平成16年度及び17年度の与党税制改正大綱の考え方に沿って、17年度は半  

滅したところであり、18年度においては、経済状況の改善等を踏まえ、廃止する。なお、今後の景  

気動向を注視し、必要があれば、政府・与党の決断により、その見直しを含め、その時々の経済状  

況に機動的・弾力的に対応する。（略）また、税制面においても、平成19年度を目途に、少子・長寿  

化社会における年金、医療、介護等の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見通し等を踏まえ  

つつ、その費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点から、消費税を含む税体系の抜本的改  

革を実現させるべく、取り組んでいく。（略）  

1 国・地方を通ずる個人所得課税（税源移譲等）   

いわゆる三位一体改革の一環として、所得税から個人住民税への恒久措置として、3兆円規模  

の本格的な税源移譲を実施する。（略）   

また、平成16年度及び17年度の与党税制改正大綱の考え方に沿って、定率減税を廃止する。  

平成19年度税制改正大綱（抜粋）（平成18年12月14日自由民主党・公明党）  

来年秋以降、早期に、本格的かつ具体的な議論を行い、平成19年度を目途に、少子・長寿化社会  

における年金、医療、介護等の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見通し等を踏まえつつ、  

その費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点から、消費税を含む税体系の抜本的改革を実  

現させるべく、取り組んでいく。   



基礎年金国庫負担割合の引上げに要する額の見通し  

（単位：兆円）  

19年度   20年度   21年度  

（2007）   （2008）   （2009）   

基礎年金給付費   17．9   18．6   19．4   

平成19年度以降（負担割合  

1／3＋32／1000）の基礎年金   6．8   7．1   7．4   

国庫負担額  

1／3＋32／1000から1／2への   
2．3   2．4   2．5   

引上げに要する額  

（注1）金額lますべて名目額である。  

（注2）国庫負担額には、地方公務員共済組合の基礎年金拠出金に係る地方負担分等を含む。  

（注3）平成16年財政再計算ベース。   




